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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第13期

会計期間
自 平成21年３月１日
至 平成21年５月31日

自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日

売上高（千円） 7,081,446 45,730,263

経常損失（△）（千円） △1,850,983 △2,029,433

四半期（当期）純損失（△）（千円） △1,776,069 △9,071,444

純資産額（千円） 3,070,994 4,236,965

総資産額（千円） 46,037,963 47,958,978

１株当たり純資産額（円） 10,779.58 22,714.65

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）（円） △8,045.90 △48,632.63

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） ― ―

自己資本比率（％） 6.6 8.8

営業活動によるキャッシュ・フロー（千円） 1,579,758 11,100,791

投資活動によるキャッシュ・フロー（千円） 756,015 △511,328

財務活動によるキャッシュ・フロー（千円） △2,503,276 △19,519,542

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 926,833 1,094,335

従業員数（人） 381　 379　

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第13期及び第14期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年５月31日現在

従業員数（人） 381（103）　

　（注）　従業員数は就業人員であります。なお、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員であり、当第１四半期連結会計期間

における平均雇用人員（１日８時間換算）で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成21年５月31日現在

従業員数（人） 100　 　

　（注）　従業員数は就業人員であります。臨時従業員については全社員の10％以下であり、その重要性が低いため記載を

省略しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）売上高の状況

　当第１四半期連結会計期間における売上実績を事業セグメント別に示すと、次のとおりであります。

区分 金額（千円） 構成比（％）

不動産販売事業 6,161,905 87.0

不動産関連業務受託事業 141,763 2.0

シニア住宅事業 777,777 11.0

合計 7,081,446 100.0

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）売上実績の内訳

　当第１四半期連結会計期間における売上実績の内訳は、次のとおりであります。

区分
 当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日
　  至　平成21年５月31日）

事業の区分 内訳 戸数又は件数 金額（千円）

不動産販売事業

チュリスガーデン湘南野比 29戸 891,723

ランドシティ西八王子ストリーシア　 33戸 890,279

ランドシティ立川多摩川テラス 14戸 450,514

ランドシティ鴨池グランノービレ 12戸 308,925

ランドシティ盛南Ⅲアベニュー 13戸 282,656

不動産流動化 ２件　 2,738,428

その他 35戸 599,378

 小計
136戸

２件
6,161,905

不動産関連業務受託事業

賃貸収入 ― 113,060

その他 ― 28,702

小計 ―　 141,763

シニア住宅事業

入居一時金収益 ― 202,323

管理収入 ― 292,688

介護保険収益 ― 258,861

その他 ― 23,904

小計 ― 777,777

合計 ― 7,081,446

　（注）１　不動産販売事業における戸数及び金額には、共同事業方式による出資比率に基づく当社持分相当の戸数及び金

額を含めて記載しております。なお、当社持分相当の戸数に係る端数については切り捨てて表示しておりま

す。

２　不動産販売事業のその他には、中古リノベーション物件の取扱戸数も合わせて記載しております。

３　シニア住宅事業における入居一時金収益には、「契約解除損失引当金戻入額」3,046千円を加算して記載して

おります。

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）契約実績

　当第１四半期連結会計期間における契約実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

区分

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）

期首契約残高 期中契約高 期末契約残高

契約数 金額（千円） 契約数 金額（千円） 契約数 金額（千円）

不動産販売事業 101戸 3,227,315 120戸 3,127,748 85戸 2,931,586

不動産関連業務受託事業 66戸　 5,380,200 22戸　 1,722,371 88戸　 7,102,571

合計 167戸 8,607,515 142戸 4,850,119 173戸 10,034,157

　（注）１　上記の金額は販売価格であり、消費税等は含まれておりません。また、期首及び期末契約残高は契約済未引渡し

住戸の契約数及び金額であります。

２　不動産販売事業における戸数及び金額には、共同事業方式による出資比率に基づく当社持分相当の戸数及び

金額を含めて記載しております。

３　不動産関連業務受託事業における戸数及び金額は、マンション販売代理業務に係る当社取扱相当の戸数及び

金額であり、売主に帰属する売上高となっております。

４　シニア住宅事業につきましては、事業の性質上、契約から入居及びサービスの提供までの期間が比較的短期間

であるため記載を省略しております。なお、当第１四半期連結会計期間における新規契約数は76件となって

おります。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融市場の混乱による世界景気の後退を背景に、外需

が大幅に悪化したことに加え、国内景気の後退にともない、雇用や将来の所得への不安感から個人消費等も落ち込

み、企業を取り巻く環境は非常に厳しいものとなりました。

　当社グループが属する不動産業界におきましても、世界的な金融不安や、金融機関の融資姿勢の厳格化等から、不

動産の流動性の低下を招き、収益面、資金調達面の両面において企業業績を圧迫し、建設・不動産関連企業の経営破

綻に係る報道に見られるように、業界を取り巻く環境は極めて厳しい状況にあり、今後の見通しにつきましても依

然不透明な状態が続くものと予想されます。

　このような厳しい環境下において、当社グループは「豊かで快適な暮らしの創造」を企業理念とし、混乱する不動

産市場において、現在の当社にとって最善と思われる出口戦略・販売計画の立案・実行を行い、市況の悪化を経営

努力により乗り越えるために、最大限の努力を継続しており、概ね当初の事業計画通り進捗しております。

　これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は7,081百万円、営業損失801百万円、経常損失1,850百万円、四半

期純損失1,776百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

(不動産販売事業)

不動産販売事業におきましては、自社分譲マンション114戸及び中古リノベーション物件22戸の引渡し及び不動

産流動化案件２件の引渡しを行いました結果、売上高は6,161百万円、営業損失は762百万円となりました。

(不動産関連業務受託事業)

不動産関連業務受託事業におきましては、収益不動産保有事業における賃貸収入及びその他の収入を合わせ、売

上高は141百万円、営業損失は111百万円となりました。

(シニア住宅事業)

シニア住宅事業におきましては、開設済み施設の稼働率も順調に推移し、売上高は777百万円、営業利益は49百万

円となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によって得られた資金は、1,579百万円となりました。これは主に、分譲マンション等の販売及び不動産

流動化事業用資産の売却による棚卸資産の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によって得られた資金は756百万円となりました。これは主に定期預金の払戻及び差し入れていた保証

金の返還並びに投資有価証券の売却によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出した資金は2,503百万円となりました。これは主に借入金の返済による支出によるものであ

ります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　当社グループは、厳しい市場環境を乗り越えるためには、自己資本増強による財務基盤の強化、信用力の補完が最

優先の経営課題と認識しており、当第１四半期連結会計期間においては、自己資本の充実と財務基盤の強化を図る

ため、平成21年4月30日付で、第三者割当による新株式の発行を行いました。また、平成21年４月30日付で発行した新

株予約権が平成21年６月26日付けで行使される等、財務基盤の強化をすべく注力してまいりました。

　なお、引き続き、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況を解消すべく努めてまいります。

(4）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,149,476

計 1,149,476

（注）当四半期報告書提出日現在においては、平成21年６月18日開催の取締役会決議により、平成21年７月４日付で株式

分割に伴う定款の変更が行われ、発行可能株式総数は113,798,124株増加し、114,947,600株となっております。

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成21年５月31日）

提出日現在
発行数(株)

（平成21年７月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 287,369 35,294,100
東京証券取引所

市場第一部

株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式であ

り、単元株式数は100株であり

ます。

計 287,369 35,294,100 ― ―

（注）１　平成21年６月26日において、平成21年4月30日付にて発行いたしました第3回新株予約権に関して発行したすべ

ての新株予約権が行使され、65,572株増加しております。

２　平成21年６月18日開催の取締役会決議により、平成21年７月４日付で株式分割が行われ、平成21年７月３日最

終の発行済株式総数に99を乗じた株式数34,941,159株が増加しております。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）は、次のとおりであります。

平成17年５月26日定時株主総会決議

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 423

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 423（注）６

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　290,946（注）６

新株予約権の行使期間
平成20年６月１日から

平成23年５月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の　発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格 　 290,946（注）６

資本組入額　145,473（注）６

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するも

のとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整

するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目

的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものと

します。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

　　また、新株予約権発行日後、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継できる場合、

または当社が新設分割もしくは吸収合併を行う場合、当社が必要と認める株式数の調整を行うものとしま

す。

２　新株予約権発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次に定める算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数については切り上げるものとします。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

３　新株予約権付与後に時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株の発行または自己株式の処分（時価発行

として行う公募増資及び新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場合には、次の算式

により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行又は

処分株式数
 ×

１株当たり払込金額

又は処分価額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分株式数

４　新株予約権の行使の条件については、平成17年５月26日開催の定時株主総会決議に基づき、当社と当社取締

役、当社子会社取締役及び従業員並びに顧問との間で平成18年４月28日に締結した「新株予約権付与契約」

に定められております。

５　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由による権利喪失者の新株予約権の数

を減じております。
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６　当四半期報告書提出日現在においては、平成21年６月18日開催の取締役会決議により、平成21年７月４日付で

株式分割が行われ、新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額並びに新株予約権

の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が以下の通りとなっております。なお、

下記表には、当四半期報告書現在において存在するの新株予約権の目的となる株式の数を記載しておりま

す。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 42,200

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　2,910

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 　 2,910

資本組入額　1,455

②　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成21年４月14日取締役会決議

　
第１四半期会計期間末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 26

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 65,572

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり　6,100

新株予約権の行使期間
平成21年４月30日

平成22年４月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　6,100

資本組入額　　　　3,050

新株予約権の行使の条件
当新株予約権の行使に際しては、発行会社の事前の同意を

得るものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
当新株予約権の譲渡については、発行会社の取締役会の承

認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)１

　（注) １　当社が消滅会社となる合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以下「組織再編行為」という。）につ

き当社株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、当該組織再編行為の

効力発生日以前に、当社が本新株予約権を取得するのと引換えに当該本新株予約権の新株予約権者に対して

本新株予約権１個当たり払込金額と同額を交付して、残存する本新株予約権の全部を取得する。

２　新株予約権１個当たりの株式数は2,522株であります。

３　平成21年６月26日付で新株予約権が全て行使されており、新株式を発行しており、当四半期報告書提出日現在

においては、会社法に基づき発行した新株予約権はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　　 該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成21年４月30日
（注）１

98,360 287,369 299,998 4,023,822 299,998 3,799,714

　（注）１　第三者割当（デット・エクイティ・スワップ）による増加

発行価格　　　　6,100円

資本組入額　　　3,050円

割当先　　　株式会社ユー・エス・アール、株式会社耀燿

２　平成21年６月26日付で、新株予約権が行使され、発行済株式総数が65,572株、資本金及び資本準備金がそれぞ

れ205,896千円増加し、資本金残高4,229,718千円、資本準備金残高4,005,610千円となっております。

３　平成21年６月18日開催の取締役会決議により、平成21年７月４日付で株式分割が行われ、平成21年７月３日

最終の発行済株式総数に99を乗じた株式数34,941,159株が増加しております。
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（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、株式会社ユー・エス・アールから、平成21年６月３日付で提出された大量保

有報告書の変更報告書により、平成21年５月29日現在で76,346株保有している旨の報告を受けておりますが、株

主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認は出来ません。

　なお、株式会社ユー・エス・アールの変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社

ユー・エス・アール
東京都港区赤坂３丁目21番４号 43,560 15.16

※上記の株式の他、新株予約権証券32,786株を保有しており、保有潜在株式数を含めた株券等保有割合は

23.85％となっております。

　当第１四半期会計期間において、株式会社耀燿から、平成21年５月15日付で提出された大量保有報告書の変更

報告書により、平成21年５月８日現在で71,486株保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内

容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認は出来ません。

　なお、株式会社耀燿の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社耀燿 愛媛県松山市東石井六丁目５番12号 38,700 13.47

※上記の株式の他、新株予約権証券32,786株を保有しており、保有潜在株式数を含めた株券等保有割合は

22.33％となっております。

　当第１四半期会計期間において、株式会社ユニオンアセットから、平成21年５月25日付で提出された大量保有

報告書により、平成21年５月18日現在で20,975株保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内

容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認は出来ません。

　なお、株式会社ユニオンアセットの変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社

ユニオンアセット
東京都港区赤坂３丁目21番４号 20,975 7.30

　当第１四半期会計期間において、橋口秀氏から、平成21年６月５日付で提出された大量保有報告書の変更報告

書により、平成21年５月29日現在で46,279株保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が

確認できないため、当社として実質所有株式数の確認は出来ません。

　なお、橋口秀氏の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

橋口　秀 愛媛県松山市 46,279 16.10
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成21年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

―
株主としての権利内容に制限のな

い、標準となる株式普通株式 2,479

完全議決権株式(その他) 普通株式 186,530 186,530 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 189,009 ― ―

総株主の議決権 ― 186,530 ―

②【自己株式等】

　 平成21年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計

(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社ランド

神奈川県横浜市西区みなと

みらい二丁目２番１号
2,479 ― 2,479 1.3

計 ― 2,479 ― 2,479 1.3

（注）当社は、平成21年３月９日に本店所在地を神奈川県横浜市西区北幸一丁目11番５号に移転しております。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年３月 ４月 ５月

最高（円） 7,270 12,180 12,600

最低（円） 3,440 5,210 8,480

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平

成21年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人ウィングパートナーズによる四半期レビューを

受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 926,833 1,294,650

受取手形及び売掛金 ※1
 369,353

※1
 341,857

販売用不動産 ※1
 10,406,689

※1
 6,308,571

仕掛販売用不動産 ※1
 16,930,631

※1
 24,029,022

その他 1,615,521 1,586,358

貸倒引当金 △6,470 △6,881

流動資産合計 30,242,557 33,553,577

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 7,341,475

※1
 5,020,177

減価償却累計額 △358,253 △282,238

建物及び構築物（純額） 6,983,222 4,737,938

土地 ※1
 6,880,875

※1
 6,880,875

その他 519,600 854,327

減価償却累計額 △182,328 △175,633

その他（純額） 337,272 678,694

有形固定資産合計 14,201,369 12,297,508

無形固定資産

無形固定資産合計 210,252 234,948

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 71,236

※1
 77,381

差入保証金 ※1
 922,356

※1
 1,368,010

その他 ※1
 675,660

※1
 713,022

貸倒引当金 △285,470 △285,470

投資その他の資産合計 1,383,783 1,872,944

固定資産合計 15,795,406 14,405,401

資産合計 46,037,963 47,958,978

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 4,491,282

※1
 5,452,560

短期借入金 ※1
 5,719,264

※1
 7,545,237

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 18,526,834

※1
 19,100,210

未払金 ※1
 4,238,636

※1
 317,685

引当金 169,877 114,226

その他 ※1
 2,283,282

※1
 3,865,419

流動負債合計 35,429,178 36,395,337
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

固定負債

長期借入金 ※1
 4,273,842

※1
 4,989,199

引当金 37,800 －

その他 ※1
 3,226,148

※1
 2,337,477

固定負債合計 7,537,790 7,326,676

負債合計 42,966,969 43,722,013

純資産の部

株主資本

資本金 4,023,822 3,723,824

資本剰余金 3,799,714 3,499,716

利益剰余金 △4,322,817 △2,546,749

自己株式 △440,194 △440,194

株主資本合計 3,060,524 4,236,597

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,145 564

繰延ヘッジ損益 △187 △196

評価・換算差額等合計 △1,333 367

新株予約権 11,802 －

純資産合計 3,070,994 4,236,965

負債純資産合計 46,037,963 47,958,978
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年５月31日)

売上高 7,081,446

売上原価 6,990,347

売上総利益 91,099

販売費及び一般管理費 ※1
 893,067

営業損失（△） △801,967

営業外収益

受取利息 3,078

賃貸収入 33,560

その他 31,497

営業外収益合計 68,135

営業外費用

支払利息 261,694

支払手数料 285,714

契約解除損失 519,283

その他 50,460

営業外費用合計 1,117,151

経常損失（△） △1,850,983

特別利益

投資有価証券売却益 146,999

特別利益合計 146,999

特別損失

訴訟損失引当金繰入額 37,800

投資有価証券評価損 3,253

特別損失合計 41,053

税金等調整前四半期純損失（△） △1,745,037

法人税、住民税及び事業税 1,924

法人税等調整額 29,107

法人税等合計 31,031

四半期純損失（△） △1,776,069
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,745,037

減価償却費 105,675

のれん償却額 35,898

投資有価証券売却損益（△は益） △146,999

支払利息 261,694

未払金の増減額（△は減少） 381,773

未収消費税等の増減額（△は増加） △137,381

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,034,466

仕入債務の増減額（△は減少） 1,494,327

前受金の増減額（△は減少） △1,612,883

その他 126,684

小計 1,798,217

利息及び配当金の受取額 3,372

利息の支払額 △209,604

法人税等の支払額 △12,228

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,579,758

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 200,315

差入保証金の回収による収入 453,786

投資有価証券の売却による収入 147,000

その他 △45,086

投資活動によるキャッシュ・フロー 756,015

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,225,972

長期借入れによる収入 20,000

長期借入金の返済による支出 △1,308,733

その他 11,429

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,503,276

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △167,502

現金及び現金同等物の期首残高 1,094,335

現金及び現金同等物の四半期末残高 926,833
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

前連結会計年度においては、サブプライムローン問題

から派生した不動産業界に対する金融機関の融資姿勢の

消極化や不動産価格の急激な下落等により、事業環境等

が著しく悪化し、その結果、当社グループは、前連結会計

年度において、営業キャッシュ・フローはプラスとなっ

たものの、損益面では当初の事業計画を大幅に下回り、

2,029百万円の経常損失及び9,071百万円の当期純損失を

計上いたしました。また、当第１四半期連結会計期間にお

きましても、1,850百万円の経常損失及び1,776百万円の四

半期純損失を計上することとなっため、金融機関からの

借入金の一部につき財務制限条項に抵触することとな

り、当該債務につき期限の利益喪失にかかる請求を受け

る可能性があります。

以上のような状況により、当社グループには、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在しております。

しかしながら、下記施策の確実な実行により、早期に大

幅な改善が実現できると考えております。

当社グループは、棚卸資産の売却等を積極的に行い、資

金の早期回収による有利子負債の大幅な削減を図るとと

もに、機動的な資金調達を実現させることにより、自己資

本を充実させ、財務体質の改善を図ってまいります。併せ

て、既に実施しております人員配置の適正化や拠点の統

廃合をはじめとした販売費及び一般管理費の削減策を徹

底することにより、支出の抑制に努めてまいります。

また、プロジェクト資金等につきましては、物件の販売

スケジュールに合わせて返済条件の見直しを行うことに

つき、取引金融機関および建設会社にご協力をいただい

ており、見直し後の返済条件に従い支払いを行っており

ます。財務制限条項に抵触する借入契約につきましても、

金融機関に対して期限の利益の喪失請求を留保すること

を要請し、これに対してご支援いただく方向で協議に応

じていただいております。

今後、厳しい環境下で着実に収益を上げていくために、

当社グループの強みであります販売力を活かしたビジネ

スモデルを確立するとともに、得意とする情報収集力や

企画力、事業スキーム構築力を活かした不動産開発コン

サルティング等のフィー事業を展開する等、借入に頼ら

ない新たな取り組みを実施しつつ、グループ一丸となっ

て経費削減等に取り組みながら、来年度以降の事業の安

定化を図って参る所存であります。

以上の理由から、当第１四半期連結会計期間における

四半期連結財務諸表は継続企業を前提に作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表

には反映しておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社ランド(E04015)

四半期報告書

19/28



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

当四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前

連結会計年度末に算定したものと著しい変

化がないと認められるため、前連結会計年

度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を

算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性

の低下が明らかなものについてのみ正味売

却価額を見積り、簿価切下げを行う方法に

よっております。

３．固定資産の減価償却費の

算定方法

定率法を採用している資産については、連

結会計年度にかかる減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。

４．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法

法人税等の納付税額の算出にあたっては、

加味する加減算項目や税額控除項目を、重

要なものに限定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年５月31日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

※１　担保資産

　このうち借入金(長期借入金4,141,658千円、1年内返済

予定の長期借入金18,213,284千円、短期借入金

3,064,560千円)及び流動負債その他（一年以内償還予

定社債60,000千円)並びに買掛金（3,433,466千円）及

び未払金（3,538,126千円）及び長期未払金（

1,026,850千円）の担保に供しているものは、次のとお

りであります。

※１　担保資産

　このうち借入金(長期借入金4,866,495千円、1年内返済

予定の長期借入金18,774,218千円、短期借入金

7,164,880千円)及び流動負債その他（一年以内償還予

定社債60,000千円)並びに買掛金（4,391,600千円）の

担保に供しているものは、次のとおりであります。

売掛金 176,832千円

販売用不動産 9,811,192千円

仕掛販売用不動産 13,610,762千円

有形固定資産 　

(建物及び構築物) 6,358,989千円

(土地) 6,880,875千円

投資その他の資産 　

(投資有価証券) 13,350千円

計 36,852,003千円

　

売掛金      166,033千円

販売用不動産    4,959,269千円

仕掛販売用不動産  20,897,032千円

有形固定資産 　

(建物及び構築物) 4,141,770千円

(土地)    6,880,875千円

投資その他の資産 　

(投資有価証券)       16,230千円

計   37,061,211千円

　なお、上記の他、宅地建物取引業法に基づく手付金等

保全措置のため、投資有価証券5,000千円及び保証金

45,052千円並びに連結上相殺消去されている関係会社

株式（子会社株式）200,000千円について質権が設定さ

れております。

また、宅地建物取引業法に基づく営業保証金として

投資有価証券25,343千円を法務局に供託しております。

　その他、投資その他の資産その他(出資金)26,000千円を

担保に供しておりますが、当第１四半期連結会計期間

末において対応債務はありません。

　なお、上記の他、宅地建物取引業法に基づく手付金等

保全措置のため、投資有価証券5,000千円及び保証金

40,588千円並びに連結上相殺消去されている関係会社

株式（子会社株式）200,000千円について質権が設定さ

れております。

また、宅地建物取引業法に基づく営業保証金として

投資有価証券25,354千円を法務局に供託しております。

　その他、投資その他の資産その他(出資金)26,000千円を

担保に供しておりますが、当連結会計年度において対

応債務はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料及び手当 233,880千円

広告費 177,649千円

支払手数料 92,217千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

(1) 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の四半期末残高は、四半期連結

貸借対照表に掲記されている現金及び預金勘定と一

致しております。

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年５月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　

平成21年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 287,369株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 2,479株

３．新株予約権等に関する事項

（1）平成21年新株予約権

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 65,572株 
新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 11,802千円　

４．配当に関する事項

 （1）配当金支払額

該当事項はありません。

 （2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。

　５．株主資本の金額の著しい変動

　　　当社は、平成21年４月30日付で、株式会社ユー・エス・アール及び株式会社耀燿からデット・エクイティス

ワップによる第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、当第１四半期連結会計期間において資本金

が299,998千円、資本準備金が299,998千円増加し、当第１四半期連結会計期間末において資本金が4,023,822千

円、資本準備金が3,799,714千円となっております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）

　 （単位：千円）

 不動産販売事業
不動産関連業務

受託事業
シニア住宅事業 計 消去又は全社 連結

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 6,161,905 141,763 777,777 7,081,446  7,081,446

(2）セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ 2,267 － 2,267 (2,267) －

計 6,161,905 144,030 777,777 7,083,714 (2,267) 7,081,446

営業利益又は営業損失（△） △762,498 △111,442 49,133 △824,766 22,808 △801,967

　（注）１　事業区分は売上集計区分によっております。

２　各事業の主な内容

①　不動産販売事業・・・・・・・自社分譲マンションの分譲及び不動産流動化事業

②　不動産関連業務受託事業・・・他社分譲マンションの販売代理を含む不動産の媒介及び広告宣伝代理業

務、ローン事務代行業務、並びに不動産の賃貸に関する事業

③　シニア住宅事業・・・・・・・シニア用住宅の企画・運営業務等

３　すべての営業費用は各セグメントに配分されているため、配賦不能営業費用はありません。

【所在地別セグメント情報】

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

海外売上高がないため該当事項はありません。

（リース取引関係）

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成21年2月28日までの連結会計年度に属する取引について通

常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高

は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

（有価証券関係）

前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）

１．ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

２．当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年５月31日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

１株当たり純資産額 10,779円58銭 １株当たり純資産額 22,714円65銭

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △8,045円90銭

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額

潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額

については、潜在株式は

存在するものの１株当

たり四半期純損失であ

るため記載しておりま

せん。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△)  

四半期純損失(△)（千円） △1,776,069

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △1,776,069

期中平均株式数 220,742

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

1.平成17年５月26日定時株主総会決議

によるストック・オプション(新株

予約権)      普通株式 　　423株

2.平成21年４月14日取締役会決議によ

る新株予約権　普通株式　65,572株
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

１　新株予約権の行使について

　当第１四半期連結会計期間後の平成21年６月26日におい

て、平成21年4月30日付にて発行いたしました第3回新株予

約権に関し、発行したすべての新株予約権が下記の通り行

使され、新株式を発行いたしました。

（1） 新株予約権の名称及び数

株式会社ランド第3回新株予約権26個

（2）行使日 平成21年６月26日

（3）行使価額 1株当たり　6,100円

（4）行使新株予約権個数 26個

（5）交付株式数 65,572株

（6）行使価額総額 399,989,200円　

（7）行使者の名称及び交付株式数

株式会社ユー・エス・アール 32,786株

株式会社耀燿 32,786株

２　株式の分割及び単元株制度の導入について

　当第１四半期連結会計期間後の平成21年６月18日開催の

取締役会決議に基づき、平成21年７月４日をもって、普通

株式１株につき100株に分割するとともに、１単元の株式

の数を100株とする単元株制度を導入いたしました。

(1) 分割により増加する株式数

　普通株式　　　　　34,941,159株

(2) 分割方法

 平成21年7月3日(金)を基準日として、株主名簿に記録さ

れた株主の所有株式数を、１株につき100株の割合を

もって分割いたしました。

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に行

われたと仮定した場合の当第１四半期連結累計（会計）

期間における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりと

なります。

 １株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末 前連結会計年度末

107円79銭 227円14銭

 １株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純損失金額　　　　　　　　　　

80円46銭

※潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期純損失であるため記載しておりません。
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２【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ランド(E04015)

四半期報告書

26/28



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年７月10日

株　式　会　社　ラ　ン　ド

取　締　役　会　御　中

監査法人ウィングパートナーズ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 赤　坂　満　秋　　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 平　賀　康　麿

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ランドの平

成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年５

月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ランド及び連結子会社の平成21年５月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

１　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況の注記に記載されている通り、前連結会計年度において、2,029百

万円の経常損失及び9,071百万円の当期純損失を計上している。また、当第１四半期連結会計期間においても、1,850百万円

の経常損失及び1,776百万円の四半期純損失を計上することとなっため、金融機関からの借入金の一部につき財務制限条

項に抵触することとなり、当該債務につき期限の利益喪失にかかる請求を受ける可能性がある。当該状況により、継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する対応策等は当該注記に記載されている。四半期連結財務

諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。

２　重要な後発事象として以下の事象が記載されている。

　（１）　新株予約権の行使について

　当第１四半期連結会計期間後の平成21年6月26日において平成21年4月30日付で発行した第３回新株予約権に関

し、発行したすべての新株予約権が行使され、新株式を発行している。

　（２）　株式の分割及び単元未満株制度の導入について

　当第１四半期連結会計期間後の平成21年６月18日開催の取締役会決議に基づき、平成21年７月４日をもって、普

通株式１株につき100株に分割するとともに、１単元の株式の数を100株とする単元株制度を導入している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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